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トラック運送業における

自主行動計画フォローアップ調査結果

国土交通省

資料５



１．調査の概要
本年1⽉から２⽉にかけて全⽇本トラック協会がフォローアップ調査を実施し、3⽉18⽇に
国⼟交通省に報告。

（１）調査対象者
全⽇本トラック協会策定「⾃主⾏動計画」の取組事業者20者
（物流ネットワーク委員会 構成事業者）

（２）調査期間
平成3１年 １⽉1５⽇〜2⽉２１⽇

（３）調査⽅法
電⼦メールおよび郵送により、調査対象者に対して調査票を送付し、回収

（４）調査内容
コスト負担の適正化、運賃・料⾦の決定⽅法の適正化、契約書⾯化推進、
⽀払条件の適正化等に関する取組等

（５）回収率
調査依頼数 ︓20事業者
調査回答者数 ︓20事業者
回 収 率 ︓100%

フォローアップ調査に基づく⾃主⾏動計画の進捗状況に関する全⽇本トラック協会からの報告は
以降のとおり。 １



１-１①.コスト負担の適正化に関する取組事項【発注者の⽴場】

２

＜【発注側の⽴場】コスト負担の適正化に関する取組による反映状況＞

○ 運賃･料⾦の決定にあたり適正に原価を反映しているかを、発注者の⽴場で回答しても
らったところ、全体として改善傾向が⾒られた。
○ 特に「実費（⾼速道路･フェリー料⾦等）」については「概ね反映できた」との回答が増加、
着実な改善が⾒られる。

運賃
（運転者等の人件費、

車両費等）
燃料価格の変動

実費
（高速道路・

フェリー料金等）

29年度 30年度 29年度 30年度 29年度 30年度

概ね反映できた 65% 65% 30% 35% 55% 65%

一部反映できた 25% 35% 45% 50% 40% 35%

あまり反映できていない 10% 0% 25% 15% 5% 0%



３

１-１②.コスト負担の適正化に関する取組事項【受注者の⽴場】

＜【受注側の⽴場】コスト負担の適正化に関する取組による反映状況＞

○ 運賃･料⾦の決定にあたり適正に原価を反映しているかを、受注者の⽴場で回答しても
らったところ、「運賃（運転者等の⼈件費、⾞両費等）」、「実費（⾼速道路・フェリー料
⾦等）」については、「概ね反映できた」との回答が増加。改善傾向。
○ ⼀⽅、「燃料価格の変動」については、「⼀部反映できた」との回答は増加したものの、「概
ね反映できた」の回答は横ばいとなった。

運賃
（運転者等の人件費、

車両費等）
燃料価格の変動

実費
（高速道路・

フェリー料金等）

29年度 30年度 29年度 30年度 29年度 30年度

概ね反映できた 25% 35% 15% 15% 30% 45%

一部反映できた 55% 60% 35% 55% 55% 40%

あまり反映できていない 20% 5% 50% 30% 15% 15%



１-２①.コスト負担の適正化に関する取組事項【発注者の⽴場】

４

＜【発注側の⽴場】 コスト負担の適正化に関する取組による反映状況＞

○「積込・取卸料」、「待機時間料」、「附帯作業料」が発⽣する場合、取引代⾦に反映して
いるかを、発注者の⽴場で回答してもらったところ、「あまり反映できていない」との回答が多数。
しかし、全体的に改善傾向が⾒られる。

積込・取卸料 待機時間料 附帯作業料

29年度 30年度 29年度 30年度 29年度 30年度

概ね反映できた 35% 35% 35% 40% 30% 35%

一部反映できた 15% 25% 10% 5% 25% 30%

あまり反映できていない 45% 35% 55% 50% 40% 35%

該当なし 5% 5% 0% 5% 5% 0%



５

１-２②.コスト負担の適正化に関する取組事項【受注者の⽴場】

＜【受注側の⽴場】 コスト負担の適正化に関する取組による反映状況＞

○ 「積込・取卸料」、「待機時間料」、「附帯作業料」が発⽣する場合、取引代⾦に反映して
いるかを、受注者の⽴場で回答してもらったところ、ほぼ横ばいという結果となった。

積込・取卸料 待機時間料 附帯作業料

29年度 30年度 29年度 30年度 29年度 30年度

概ね反映できた 15% 15% 10% 10% 10% 5%

一部反映できた 10% 20% 20% 20% 35% 45%

あまり反映できていない 70% 55% 65% 60% 50% 45%

該当なし 5% 10% 5% 10% 5% 5%



２．運賃・料⾦の決定⽅法の適正化に関する取組事項

６

＜運賃・料⾦の決定⽅法の適正化に関する実施状況＞

○ 下請け運送事業者との取引における運賃・料⾦の決定⽅法の適正化に関する取り組み
について尋ねたところ、全体として改善傾向。
○ 特に「原価を反映した運賃･料⾦の設定」「協議･決定の経緯を記録、書⾯化」については、
⼤幅な改善が⾒られる。

運送・取引条件につい
て十分な協議

原価を反映した
運賃・料金の設定

協議・決定の経緯を
記録、書面化

荷主等に対する
取引条件の見直し

要請

29年度 30年度 29年度 30年度 29年度 30年度 29年度 30年度

概ね実施できた 80% 90% 65% 95% 30% 55% 30% 45%

一部実施できた 20% 10% 35% 5% 40% 30% 65% 50%

あまり実施できていない 0% 0% 0% 0% 30% 15% 5% 5%



３．契約書⾯化推進に関する取組事項

７

＜契約書⾯の締結の状況＞

○ 契約の書⾯化について締結の状況を尋ねたところ、発注者の⽴場、受注者の⽴場ともに、
ほぼ横ばいという結果になった。
○ 下請運送事業者との取引において、「充分な協議を実施し、当該内容を踏まえ書⾯作
成しているか」、「責任範囲を明確化し、損害賠償ルールを作成しているか」については、改
善傾向が⾒られる。

＜適正な書⾯内容の作成状況＞

【発注者の立場】
契約書面の締結

【受注者の立場】
契約書面の締結

29
年度

30
年度

29
年度

30
年度

概ね締結している 70% 70% 35% 35%

一部締結している 30% 30% 60% 65%

あまり締結できてい
ない 0% 0% 5% 0%

十分な協議を実施し、
当該内容を踏まえ

書面作成

責任範囲を明確化し、
損害賠償ルールを

作成

29
年度

30
年度

29
年度

30
年度

概ね作成した 65% 75% 70% 80%

一部作成した 20% 20% 20% 20%

あまり作成できてい
ない 15% 5% 10% 0%



８

４．⽀払い条件の適正化に関する取組事項

○ 下請運送事業者への代⾦⽀払いについて⼿形等の割合を尋ねたところ、「全て現⾦」また
は「⼿形等10％〜30％未満」の回答は微増。全体として⽀払いの現⾦化は進んでいるも
のと思料。
○ 「全て⼿形等」はゼロとなっている。

２９年度

①｢全て現⾦｣
２５％

３０年度

②⼿形等10％
未満
２５％

③⼿形等10
〜30％未満
２０％

④⼿形等30
〜50％未満
１０％

⑤⼿形等
50％
以上
２０％

①｢全て現⾦｣
３０％

②⼿形等10％
未満
１０％

③⼿形等10〜
30％未満
３０％

④⼿形等30〜
50％未満
１５％

⑤⼿形等50％
以上
１５％



９

５．多層化取引是正、改善基準告⽰遵守、⽣産性向上等に関する取組事項

＜多層化取引是正、改善基準告⽰遵守、⽣産性向上等に関する実施状況＞

○ 「２次下請までに制限する取り組み」の実施状況について尋ねたところ、「概ね実施でき
た」または「⼀部実施できた」の回答がともに増加、着実な改善が⾒られる。
○ 「改善基準告⽰の遵守に向けた取組」、「改善基準告⽰を遵守できない実態が確認され
た場合の発着荷主との協議」、「⽣産性向上に向けた改善取組」の実施状況についても改
善傾向。

２次下請までに制限
する取組

改善基準告示の遵守
に向けた取組

改善基準告示を遵守
できない実態が確認さ
れた場合の発着荷主と

の協議

生産性向上に向けた
改善取組

29
年度

30
年度

29
年度

30
年度

29
年度

30
年度

29
年度

30
年度

概ね実施できた 50% 70% 40% 60% 37% 50% 30% 45%

一部実施できた 15% 25% 50% 30% 42% 25% 50% 50%

あまり実施できていない 35% 5% 35% 5% 21% 15% 20% 5%

該当なし - - - 5% - 10% - -


